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Ⅰ．地域経済政策の変遷
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3地域産業の発展基盤の整備（中小企業施策のうち経営支援施策、小規模施策等）

●臨海部における

重化学工業の

推進

（戦後復興期

～1970年代）

●地方分散の

促進

（1970年代

～1990年代半ば）

●空洞化防止と

新規成長分野

の発展支援

（1990年代半ば

～2000年）

●世界に通用

する地域産業・

企業の発展を

支援

（2001年～）

地域経済産業政策の変遷
○地域経済産業政策は、各時代の要請に対応する形で重点を移してきた。
・戦後復興期～１９７０年代：臨海部における重化学工業の推進
←経済発展が最優先課題
・１９７０年代～１９９０年代半ば：地方分散の促進
←農村部から都市部への人口流入増大。地域間の所得格差拡大。工業化地域の過大過密都市
問題の発生。

・１９９０年代半ば～：空洞化防止と新規成長分野の発展支援
←グローバル化による国内産業の空洞化。新規成長分野への期待。
・２００１年～：世界に通用する地域産業・企業の発展を支援
←大都市から地方への工場移転からの脱却。地域の資源を活かして内発的に産業育成。



Ⅱ．工場再配置政策
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工業再配置促進法を廃止する法律の概要

○国が定める工業再配置計画

経済産業大臣が、移転促進地域から誘導地域への
工場移転に関する目標等を定めた工業再配置計画
を策定。

○工業再配置については一定の成果。
（例）工業出荷額シェアの逆転
移転促進地域（都会）（Ｓ４５：３０．５％ → Ｈ１２：１１．６％）

誘導地域（地方） （Ｓ４５：２０．５％ → Ｈ１２：３５．２％）

○目 的
移転促進地域から誘導地域への工業の再配置を促
進し、もって国土の均衡ある発展等に資すること。

○主な支援措置：産業再配置促進費補助金の交付

○しかしながら、企業が海外も含め工場の立地場所を選ぶ
時代に変わる中で、工業再配置政策の有効性が減少。

○工業再配置政策は役割を終えたため、工業再配
置促進法を廃止する。

【工業再配置促進法に基づく指定地域図】

経済情勢の変化に伴い、国が対象地域を定め工業の再配置を促進する政策の必要性が
低下したことから、工業再配置促進法を廃止する。本法律案は、公布の日から施行する。

移転促進地域（過度に工
業が集積している地域）

誘導地域（工業の集積の
度合いが低い地域）

札幌市、室蘭市、仙台市、
新居浜市、北九州市、
福岡市、長崎市、大分市

ただし、以下の３市は
特区制度により移転
促
進地域から除外。
東大阪市、尼崎市、堺市

ただし、以下の８市は
誘導地域から除外。

大分市長崎市

北九州市

福岡市

新居浜市

仙台市

室蘭市

札幌市

工業再配置促進法（昭和47年制定）の概要
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工業再配置政策（成果）

○移転促進地域と誘導地域における（１）工業出荷額のシェアは逆転するとともに、誘導
地域における（２）製造業従業者数シェアや（３）事業所シェアも増大。

○工業集積度の格差は、約２３倍（１９７０年）が約６倍（２０００年）に縮小。

（１）工業出荷額シェア （２）製造業従業員シェア

6

（３）事業所シェア

１９７０年 １９８５年 ２０００年

移転促進地域 30.5% 18.2% 11.6%

誘 導 地 域 20.5% 27.0% 35.2%

その他の地域 49.0% 54.8% 53.2%

１９７５年 １９８５年 ２０００年

移転促進地域 21.6% 17.7% 13.1%

誘 導 地 域 34.4% 37.0% 41.3%

その他の地域 44.0% 45.3% 45.6%

（４）工業集積度（全国１００）

１９７５年 １９８５年 ２０００年

移転促進地域 25.6% 23.2% 18.9%

誘 導 地 域 37.1% 37.7% 40.7%

その他の地域 37.3% 39.1% 40.4%

１９７０年 １９８５年 ２０００年

移転促進地域
①

822.9 580.7 393.5

誘 導 地 域
②

36.4 51.7 67.3

①／② 22.6 倍 11.2倍 5.8倍



Ⅲ．地域経済の現状
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（倍）

1.6
1.3
1.0
0.7

緩やかに改善

緩やかに改善

改善している

改善している

改善している

改善している

緩やかに改善

緩やかに改善

緩やかに改善

改善している

※日本地図の色は有効求人倍率によるもの

前回調査
（18年6月）

今回調査
（18年10月）

有効求人
倍率
全国平均
1.08倍
※

北海道 緩やかに改善 緩やかに改善 0.63 

東北 緩やかに改善 緩やかに改善 0.76 

関東 改善している 改善している 1.24 

東海 改善している 改善している 1.76 

北陸 改善している 改善している 1.32 

近畿 改善している 改善している 1.12 

中国 緩やかに改善 緩やかに改善 1.21 

四国 緩やかに改善 緩やかに改善 0.90 

九州 緩やかに改善 緩やかに改善 0.79 

沖縄 改善している 改善している 0.50 

※月間有効求人倍率 ８月 （季節調整値）
資料 厚生労働省 「職業安定業務統計」 により作成

地域経済の現状について



雇用動向ー有効求人倍率－

○全国レベルの有効求人倍率（季節調整値）は 0.51 → 1.08 と大きく改善。

○雇用情勢の良い地域：関東、東海、北陸、瀬戸内。

○雇用改善の動きが弱い地域：北海道、北東北、山陰、四国、九州、沖縄。

都道府県別有効求人倍率分布

2006年9月：全国1.082002年1月：全国0.51

9

1.6
1.3
1.0
0.7

1.6
1.3
1.0
0.7

（出典）全国の労働局から提供された数値（原数値）を基に作成



Ⅳ．工場立地の動向
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○工場立地件数・面積の推移

全国の工場立地の推移
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工場立地動向調査 （単位／件数：件、面積：ﾍｸﾀｰﾙ）

全国の工場立地件数は、昭和６０年までは堅調な増加を見せていたが、昭和６２年を境に、
バブル景気の影響で急増。

平成元年以降は、景気の後退とともに急激に減少。

その後低調に推移してきたが、近年の景気回復に伴い増加傾向。
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○地域別の工場立地動向

• 地域別に工場立地の動向を見ると、四国を除くすべての地域で、前年を上回った。

• とくに、関東臨海（前年比＋４４件増）、東海（同＋３８件）の伸びが目立った。

(件)
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北海道 北東北 南東北 関　東 関　東 東　海 北　陸 近　畿 近　畿 山　陰 山　陽 四　国 北九州 南九州

内　陸 臨　海 内　陸 臨　海

平成16年

平成17年

＊各地域に含まれる都道府県
北海道 滋賀県、京都府、奈良県
青森県、岩手県、秋田県 大阪府、兵庫県、和歌山県
宮城県、山形県、福島県、新潟県 鳥取県、島根県
茨城県、栃木県、群馬県、山梨県、長野県 岡山県、広島県、山口県
埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県 徳島県、香川県、愛媛県、高知県
岐阜県、静岡県、愛知県、三重県 福岡県、佐賀県、長崎県、大分県
富山県、石川県、福井県 熊本県、宮崎県、鹿児島県、沖縄県

近畿臨海
山　　陰
山　　陽
四　　国関東臨海

東　　海
北　　陸

近畿内陸北 海 道
北 東 北
南 東 北
関東内陸

北 九 州
南 九 州
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○製造業における国内設備投資の立地選定要因

国内で立地場所を選定する際に重視する点は、地域資源（用地・労働力等）、既設拠点等との近接性等。

0
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40

50

60

70

1
地域資源（用地・労働力等） 交通アクセスの利便性 既設の拠点等との近接性

当該地域における製品・サービス需要 国・自治体からの充実した公的支援 支援サービス業の充実
連携・協力可能な大学・研究機関 良質な住環境の存在 その他

製造業568社＝100%

地域資源

交 通
アクセス 近接性

製品・サービス需要

公的支援

その他

※複数回答のため、各項目の合計は全体と一致しない。 【出典：平成16年度ものづくり基盤技術の振興施策】 13
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35.0

H6 H7 H8 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 年度

海外進出企業ベース

国内全法人企業ベース

（％）

（見込み）

○我が国の海外生産比率の推移（製造業）

出典：「第34回海外事業活動基本調査」

注１：国内全法人ベースの海外生産比率
＝現地法人（製造業）売上高／（現地法人（製造業）売上高＋国内法人（製造業）売上高）×100

海外進出企業ベースの海外生産比率
＝現地法人（製造業）売上高／（現地法人（製造業）売上高＋本社企業（製造業）売上高）×100

２：平成16年度は見込額として調査したもの。但し、国内法人（製造業）売上高は実績値を用いている。
３：平成13年度に業種分類の見直しを行ったため、平成12年度以前の数値とは断層が生じている。
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15

1.6
1.3
1.0
0.7

20
15

製造業の新設投資が地域間格差を埋める製造業の新設投資が地域間格差を埋める

～回復に遅れが見られる地域へも製造業が進出～回復に遅れが見られる地域へも製造業が進出
～企業は立地に際し、以下を重視～企業は立地に際し、以下を重視

有効求人倍率（平成18年10月）

県内総従事者に占める農林水産業・
鉱業・建設業従事者の割合

関東自動車（岩手）
○第二ライン増設 ２００５年１１月稼働
○設備投資額 １８３億円

アイシン精機（苫小牧）
○新規 ２００７年４月稼働予定
○設備投資額 １００億円

富士通日立プラズマディスプレイ（宮崎）
○新設 ２００６年１０月稼働
○設備投資額 ８５０億円

大分キヤノン（大分）
○新設 ２００７年５月稼働予定
○設備投資額 １４０億円

山形日本電気（鶴岡）
○新設 ２００５年５月新生産ライン構築
○設備投資額 ８００億円
（NECエレクトロニクスと負担）

住友金属工業（和歌山）
○高炉新設 ２００９年中に稼働予定
○設備投資額 ２，０００億

ＴＤＫ（にかほ）
○増設 ２００７年中に稼働予定
○設備投資額 １０億円

日亜化学工業（鳴門）
○新規 ２００６年内稼働予定
○設備投資額 未公表

三菱製紙（八戸）
○増設 ２００７年度中に稼働予定
○設備投資額 ２００億円

コマツ（ひたちなか）
○新規 ２００７年１月稼働予定
○設備投資額 ３００億円

日本セラミック（鳥取）
○新設 ２００７年９月稼働予定
○設備投資額 ３０億円

デンソー（北九州）
○新規 ２００６年１１月稼働予定
○設備投資額 ２００億円

小糸製作所（佐賀）
○新設 ２００６年１０月稼働
○設備投資額 １００億円

ダイハツ（中津）
○新規 ２００７年末稼働予定
○設備投資額 ２３５億円

：最近の企業の投資動向

％

％

①理工系を始めとする優秀な人材①理工系を始めとする優秀な人材
②工業用地等の産業基盤②工業用地等の産業基盤
③関連企業への近接性③関連企業への近接性



○自動車、電機・電子等の国際競争力のある産業の集積地（出典：２０００年度工業統計）

電機・電子、自動車等（一般機械器具製造業、電気機械器具製造業、輸送用機械器具製造業、
精密機械器具製造業）の出荷額が上位５０位以内の都市圏を表示している。

東京大都市圏

仙台大都市圏

23.38％

18.33％
名古屋大都市圏

12.36
大阪大都市圏

福岡大都市圏

郡山

日立
宇都宮

水戸

上田

長野

伊那

長岡

金沢

静岡
浜松

豊橋

津

福山

岡山

大分

熊本

北上

米沢
福島

太田

沼津 御殿場

掛川

長崎

松本

富山
いわき

伊勢崎
高崎

広島大都市圏

東京大都市圏

仙台大都市圏

23.38％

18.33％
名古屋大都市圏

12.36
大阪大都市圏

福岡大都市圏

郡山

日立
宇都宮

水戸

上田

長野

伊那

長岡

金沢

静岡
浜松

豊橋

津

福山

岡山

大分

熊本

北上

米沢
福島

太田

沼津 御殿場

掛川

長崎

松本

富山
いわき

伊勢崎
高崎

広島大都市圏
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17

山形市（食品）
盛岡市（飲料・たばこ・飼料、食品）

新潟市（食品）

前橋市（食品）

福井市（繊維）

徳島市

高松市（食品）
松山市（食品）

郡山市（飲料・たばこ・飼料）

宇都宮市（飲料・たばこ・飼料、食品）

高崎市（飲料・たばこ・飼料、食品）

金沢市

浜松市

福山市（食品、繊維）

（飲料・たばこ・飼料、食品）

（飲料・たばこ・飼料、食品）

（飲料・たばこ・飼料、食品）

（飲料・たばこ・飼料、食品）

鹿児島市（飲料・たばこ・飼料、食品）

山形市（食品）
盛岡市（飲料・たばこ・飼料、食品）

新潟市（食品）

前橋市（食品）

福井市（繊維）

徳島市

高松市（食品）
松山市（食品）

郡山市（飲料・たばこ・飼料）

宇都宮市（飲料・たばこ・飼料、食品）

高崎市（飲料・たばこ・飼料、食品）

金沢市

浜松市

福山市（食品、繊維）

（飲料・たばこ・飼料、食品）

（飲料・たばこ・飼料、食品）

（飲料・たばこ・飼料、食品）

（飲料・たばこ・飼料、食品）

鹿児島市（飲料・たばこ・飼料、食品）

○繊維、木製品、食品等の出荷額が高い都市圏（政令指定大都市圏に含まれる都市圏を除く）
（出典：2000年度工業統計）

繊維、木製品、食品等（窯業・土石、パルプ・紙加工は除く）の出荷額が２５百億円以上の都市圏（出荷額上位３０位程度）を表示し
ている。宇都宮市、金沢市、浜松市及び福山市は、繊維、木製品、食品等の集積に加え、電気・電子、自動車等の集積も厚い都市
圏である。また、地図中の（ ）内は、繊維、木製品、食品等の産業で特に大きい割合を占める業種を表示。



Ⅴ．今後の地域経済産業政策の方向性
－地域活性化戦略－
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日本経済の成長に資すると共に、地域間格差が過度のものとならないよう、地域資源の
十分な活用による地域産業の活性化及び地域経済の自立に向けた意欲ある取組の支援

○○基本的考え方基本的考え方

①複数市町村圏単位での地域活性化への取組を推進

②その際の新たな政策目標指標として「就業達成度」を設定

○○具体的施策具体的施策

①地方総合活性化プランの実行～５年間で１０００の新たな取り組みの創出と、そのための総合的支援～

・新技術・新商品開発等により地域資源を活用した中核事業の育成し、そのためのワンストップの総合的支援を

実施。

・地域が持つ産業、文化等のコンテンツを備えた観光産業化への取組や商店街の町並み整備などを推進。

②公的サービスのコスト低減・質的向上と高齢者や女性の活用

・公的サービスの効率化を推進。また、公的サービスの担い手として、市民の参加によるコミュニティビジネスを

積極的に支援

③自動車、電気・電子、バイオ等国際競争力のある産業の競争力強化

・産業クラスター計画第二期を推進。今後５年間で40,000件の新事業創出が目的。

○○地方の経済発展と自立性拡大のための基盤整備地方の経済発展と自立性拡大のための基盤整備

①地方交付税制度の抜本的な改革

②法人所得課税の抜本的に見直し、自立的、安定的な地方税収構造を構築

③地域レベルでの規制緩和を推進

地域活性化戦略



地域経済の活性化に向けて

20

●産学連携による中小製造業の中核人材育成を支援。
●地域の中小企業、工業高校等が一体となって行うモノ
作り人材育成を支援。
●地域で活躍するコミュニティビジネスの経営サポート
を行うNPO等を支援。 等

◎地域を担う人材育成強化

●改正中心市街地活性化法に基づく認定を受けた地域で行われる商業
施設の整備等を支援。【戦略的中心市街地商業等活性化支援事業】
●商店街振興に加え、商業基盤施設の多様な機能を活用した地域コミュ
ニティ活動を支援。 等

◎魅力あるまちづくり等の推進

頑張る
地 域

※今秋から産業構造審議会地域経済産業分科会で検討
し、年末までに取りまとめ。

●地域の中小企業が取り組む、地域資源を活用した
新商品開発、販路開拓等を支援。【地域資源活用企
業化プログラム】
●国際コンテンツカーニバル（仮称）を通じて地域のロ
ケ地等の情報発信を支援。
●地域の観光資源を活用し、観光・集客サービスの競
争力を強化する取組を支援。 等

◎地域資源活用

●戦略的な新規企業立地等を通じた地域産業活性化
に向けて前向きに取り組む地域を総合的に支援。
●対日投資促進のための外国企業誘致地域を支援。
●ＢＩ施設（新事業支援施設）や工業用水の整備等、
ハード・ソフト面での事業環境整備の推進。

◎企業立地支援

●産業クラスター計画推進のためのネットワーク
形成を支援。
●海外企業に日本への投資支出を促すため、産
業集積、専門人材等の情報を海外に発信。
●地域の産学官コンソーシアムによる研究開発を
支援。
●地域の中堅・中小企業によるリスクの高い実用
化技術開発を支援。 等

◎産学官連携からのｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ

○全般的な景気回復の中、都市と地域の地域間格差への指摘。
○地域は我が国経済の基盤。地域経済を活性化し、地域における自立的な経済成長を実現することが重要。
○地域にはそれぞれの強みが存在。互いに魅力を競い合う、地域の前向きな取組を全面的に支援。

２０
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●戦略的に企業立地を進めていくためには、地域
の強みを活かしたグランドデザインを描いて取り
組むことが重要。

●グランドデザインの実施に当たっては、自治体を
始め、地域の関係者のコミットメントが必要。

●こうした取組は、広域的に行うことが効果的。

１．法的枠組み創設の狙い

●企業立地に当たって重要な要素は、

人材、関係者のやる気、スピード（迅速処理）。

●こうした視点から、以下のような支援措置が必要。

３．支援措置

○前向きに取り組む自治体に対する地方交付税の在り方について
総務省と連携
○地域が連携してグランドデザインを策定する場合の助成

○新規工場建設や既存工場の拡張に当たって、全国一律に
一定規模の緑地等の確保を義務づける工場立地法の規制など、
企業立地に係わる用地関連の規制・手続の緩和・迅速化

○貸工場等、集積企業が活用出来る施設の整備支援

○企業立地情報・手続等に関するワンストップサービスを提供する
総合的な企業立地支援窓口となる関係省庁連絡会議を中央及び
ブロックごとに設置

○設備投資支援税制

○その他

○人材育成のための研修費用等の補助

○研究開発費用補助

地方自治体支援地方自治体支援

企業立地支援企業立地支援

内発努力支援（人材育成・技術開発）内発努力支援（人材育成・技術開発）

●以下のＡ～Ｄのようなイメージ。

Ａ：中核企業・外資系企業新規誘致型
＜例＞三重県クリスタルバレー

Ｂ：基盤的技術産業集積型
＜例＞長野県諏訪地域、新潟県燕三条地域

Ｃ：地域産業集積発展型
＜例＞山形県ＥＬバレー、徳島県ＬＥＤバレー、

鳥取県食品産業クラスター

D：サービス産業集積型
＜例＞沖縄県コールセンター

２．グランドデザインのイメージ

戦略的な企業立地促進を支援するための新たな法的枠組み（案）

２１



地域活性化のための取組－地域活性化戦略－

地方経済の活性化及び自立的な発展を支援するにあたっては、基盤的なインフラ整備が
重要である。

○○地域活性化戦略（少子高齢化時代の地域活性化検討委員会報告書（経済産業省研究会））（抄）地域活性化戦略（少子高齢化時代の地域活性化検討委員会報告書（経済産業省研究会））（抄）

地方がその経済発展を図り自立性拡大の基盤を早急に形成するため、関係各省が連携し、次に掲げるような事
業を推進すべきである。

① 基盤的なインフラの整備

公共事業によるインフラの整備に関しては、今後、中長期的には、国・地方の財政制約の中で、現状の施行コス
ト等のままでは新規投資の余地が非常に小さくなるとの指摘がある。しかし、地方産業の海外市場も含めた域外市
場産業として発展や複数市町村の連携を促すためには、高速交通体系、幹線道路網、ブロードバンド等の必要な社
会資本が地方においても整備され、港湾・空港の稼働時間の抜本的拡大や外航便の便数の抜本的増大などへの取
組がなされることが必要である。また、各地域での自立化を目指す以上、イコールフッティングを一定程度確保する
観点からも、一定程度のインフラ基盤が、各地域において形成されることが必要である。このため、財政制約の中に
おいても、重点的、効果的かつ効率的に社会資本整備を推進していくことが求められる。

22



23

地方経済の活性化及び自立的な発展を支援するにあたっては、基盤的なインフラ整備が
重要である。

○○新経済成長戦略新経済成長戦略 第２節「モノ」：生産手段とインフラのイノベーション第２節「モノ」：生産手段とインフラのイノベーション （抄）（抄）

（２）産業・物流インフラの戦略的整備の必要性

・また、物流インフラは地域における産業立地の観点からも重要である。例えば、我が国の臨界部における産業

集積は、港湾拠点とともに発展してきた。最近では、地方の整備された港湾とその周辺地域に最新鋭工場等

が立地する例が多くなり、また、北部九州において自動車産業等の集積が進んでいる。物流インフラが、地域

の産業集積と有機的に連携することができれば、当該産業集積に関連する企業の物流チェーンが効率化され、

競争力の向上につながるとともに、当該地域の物流インフラの利用コストが下がることが更なる企業立地を呼

び込むといった、「産業集積を通じた地域活性化と企業の物流コストの低減の好循環」を産み出すことが可能と

なる。実際に近年新規工場立地の大半が高速道路インターチェンジ周辺で行われており、また、高速道路整備

と合わせた企業立地も行われている。このような産業集積と物流インフラの連携は、我が国の国土の狭さを逆

に強みに転換する効果もあると考えられる。

・日本の製造業の強みは、高い技術に裏打ちされた部品・材料等を供給できることにあり、その高速輸送手段で

ある航空輸送の効率を向上させることにより、更に競争力を高めることが期待される。加えて、このような付加

価値の高い製品の研究開発と生産活動を国内において一体的に行っていることも日本の強みの一つである。

したがって、日本国内での協業・分業体制も考慮し、都市－地方間において、モノだけでなくヒトの流れの効率

化を図るためのインフラ整備が、国際競争力の向上、地域経済活性化につながるものと考えられる。

・こうした産業インフラの整備は、主に公共投資により行われるものであるが、近年は財政再建の要請から減少傾

向にある。今後は、従来型の｢量｣を重視した公共事業とは性格を異にする、限られた財源の中で既存資産の

機能を最大限引き出す形での｢質｣を重視した戦略的なインフラ整備が求められる。加えて、企業のグローバル

な競争が激化している中、こうした物流インフラ整備への取組は時間軸を意識したスピード感のあるものでなけ

ればならない。

地域活性化のための取組－新経済成長戦略－



まとめ

○日本経済全体は改善している。しかし、地域毎にみると改善の程度に差がある。

特に地方で、相対的に改善の動きが弱い地域が存在する。

○工場立地は、３年連続して件数が増加している。しかし、地域間で立地件数に偏りがみられる。

例えば、関東、東海は、自動車等の生産好調を背景に工場立地の伸びが目立つ。その一方、山陰、

四国、北東北は、相対的に件数が少ない。

○日本全国を見渡した場合、先端産業が大都市圏に集中する一方、繊維、木製品等の生活関連製造

業は地方に展開している。

○今後の地域活性化に当たっては、地域間格差が過度のものとならないように、地域資源を十分活

用した地域産業の活性化及び地域経済の自立に向けた意欲ある取組を支援していくことが必要で

ある。

○その際、高速交通体系等の物流インフラを戦略的に整備することが必要。こうした整備が地域の産

業集積と有機的に連携することにより、「産業集積を通じた地域活性化と企業の物流コストの低減の

好循環」を生み出すことが可能となる。
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